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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議　長　　　松本　　悟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　　小関　　守

要　請　書
前回（１月２４日）の要請において、本件、控訴審判決（東京高裁民事5部。以下、原審判決という）が、昭和５２年４月及び昭和５８年度の昇格・昇号給に関する制度改変（人事考課成績基準）を認定しながら、昭和５１年度以降の人事考課成績の集団間比較において、Ｂ考課成績の比較検討を怠った重大な誤りを指摘しました。しかし、原審判決には、救済年度（昭和５９、６０年度）の職分格差の比較検討にも重大な誤り（理由不備）があります。

本日の要請では、原審判決が、集団間の適格な職分比較を怠ることによって、「有意な職分格差」の存在を見落とす結果となった、重大な審理不尽（理由不備）を指摘します。

また、明治乳業の一貫した不当労働行為意思を示す、多くのマル秘資料（直接証拠）の中から、甲Ｂ２５号書証（田丸メモ）について、この間、述べている会社の秘密「職制連絡会議」（笠原ファイル、甲B1号証）との関係も含め、その内容を述べます。

記

1、 基幹職１級で約２倍、技能職で約６倍もの職分格差が、「有意な格差」ではないのか。

原審判決は、「職分格差」について、上告人ら「事業所採用者コース」に属する同期・同学歴の全従業員（４６２名）の、昭和５９、６０年度における職分の分布割合を、別表５（東京高裁での求釈明決定によって、上告人らと同期・同学歴の全国事件申立人１７人の実態が、参加人から開示される以前の資料）に基づいて、上告人らとその他の者との比較を行い、「申立人らは、昭和５９、６０年度において、申立人以外の者よりも、低い職分に位置づけられている者が多かったとはいえるが、これをもって有意な格差とまではいい難い」（判決文５３頁）として職分格差の存在を否定します。しかし、原審判決も、「上記と同じ従業員（４６２名）を申立人ら（３１名）、全国申立人（別件において参加人を相手方として不利益な取扱いをされたとして不当労働行為の救済を申し立てている者１７人）、その他の者（４１４人）に区分し、」（判決文５３頁）と認定するように、職分格差の比較も４８人（上告人３１人＋全国申立人１７人）と、４１４人（その他の者）で検討すべきなのであり、原審が新たな争点として求釈明を行った後の資料（添付資料・原審判決別表３）に基づいて、比較検討するならば格差の存在は一目瞭然なのです。

（昭和５９年度）　　　　　基幹職１級以上　　　　　　　　　　技能職　　

・上告人など　　　　　　２５、０％　　　　　　　　　　３９、６％  = 約６倍

・その他の者　　　　　　４９、５％　＝ 約２倍　　　　　 ６、５％  

（昭和６０年度）　　　　　基幹職１級以上　　　　　　　　　　技能職

・上告人など　　　　　　２５、０％　　　　　　　　　　３７、５％  = 約６倍

・その他の者　　　　　　５２、２％　＝ 約２倍　　　　   ６、３％  

　しかも、原審判決（別表４・添付資料）でも明白なように、昭和５９年度に一旦縮小したかに見える「職分格差」が、昭和６０年度の職分昇格要件の制度改変によって、さらに年々拡大しているのが実態です。これらの事実を正確に判断することなく、「・・・これをもって有意な格差とまではいい難いとみるべきである」（判決文５３頁）として、「不当労働行為は無かった」などと、誤った判断を行った原審判決の、理由不備（審理不尽）に、上告人らは絶対に承服できません。私達は、最高裁での見直しは避けられないものと確信しています。

2、「田丸メモ」（甲Ｂ２５号証）は、秘密「職制連絡会議」で議論の「赤退治」の具体化。

原審判決が認定した、甲B1号証（笠原ファイル）は、昭和４５年から４７年に開かれた、人事考課評定権者（主任・係長）らの秘密「職制連絡会議」録です。添付資料でも明らかなように、「田丸メモ」の田丸庄次郎工務係長（当時）が、「赤退治」を議題とする秘密会議で、「赤組の現状分析」とか、「ベト（注：組合活動家らへの反共的な称号）へは金を与えない方向」などの発言をしています。この田丸工務係長が、部下である鈴木文雄氏（上告人の小関守、桜井隆夫らと昭和４２年度労組市川支部役員を歴任。その後も、上告人らと活動）を、秘密会議の方針に基づいて差別・排除する為に行った内容が「田丸メモ」（添付資料）です。　

会社が執拗に行う労働者を分断する攻撃のもとで、献身的に組合活動を行う鈴木文雄氏から労働者の信頼を断ち切る為に、赤裸々な差別・排除などの人権侵害を１５項目に及んで具体化し、上司（会社）の方針として労働者らに強引に徹底させた内容です。

勿論、「朝夕のあいさつをするな」「一緒に飯を食べない」「飲食の行動はしない」「仕事の技術は教えない」「仕事に差をつける」「指導書をとる」「技術研修に参加させない」など等は、上告人らも長年に及んで経験させられた差別・嫌がらせの内容そのものなのです。

３、私達は、一人作業（機械保全）の労働災害で死亡した彼の無念を背負って闘っています。

鈴木文雄氏は、昭和５０年５月１日、メーデーの朝、早出作業の機械保全の一人作業中に、冷たい冷蔵庫職場の牛乳製品を積み込む機械に巻き込まれ、誰にも発見されることなく血の海の中で息をひきとったのです。どんなに差別され、嫌がらせの日々がつづいても、「働く者の生活や権利を守ってこそ労働組合じゃないか・・・俺はがんばるよ！」と、いつも明るく笑っていた彼。３２歳の若さで、会社から「ならず者」のレッテルを貼られたまま亡くなった、あまりにも短い人生。私達は、明治乳業から受けた差別や人権侵害を晴らすことなく、若くして亡くなった彼の無念の思いを、しっかりと背負って闘っています。

私達は、累積した格差（差別）が認定されるならば、その格差の原因究明に向け、必要な年数を遡及して、注意深く労使関係などの審理を行い、不当労働行為意思の有無について判断するのが、多くの命令例・判例によって定着している判断構造だと考えています。

本件のように、「格差の存在」が明確に認定され、企業の不当労働行為意思を示すマル秘資料（直接証拠）の豊富な事件が、司法判断によって免罪されることが許されるでしょうか。

なんとしても、上告の受理をなし、弁論を開始されることを強く要請いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
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